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第１  大本営発表とマインドコント ロール社会 

 貿易立国のウソ 

 何かしらの得があるかのようなウソ 

 オバマ政権には何の権限もない 

 日本は多数の法律が改正されるが、アメリカは何も改正しない 

 

第２  Ｉ Ｓ Ｄ条項 

１  Ｉ Ｓ Ｄとは 

※ 投資家対国家紛争解決条項（Investor-State Dispute Settlement） 

 外国投資家が、相手国の制度、規制や慣行によって期待した儲けが得られなかった

とき、相手国を私的な国際裁判を強制する制度 

 その都度、裁判官を選ぶ。常設国際司法裁判所とは全く異なる。非民主制 

※ 外国投資家を国家以上に扱う（超国家主体としての多国籍企業） 

  領土紛争と比べてみる。 

 

２  曖昧なルール 

「公正かつ衡平な待遇並びに十分な保護及び保障」を与える義務 

「間接没収」 

 

３  韓国の法務省の検討（2006年7月） 

「間接収用の概念は国際定義の確立していない概念であり、租税、安保、公共秩序、保険等す

べての政府（地方自治体および政府投資機関、司法府等を含む)の措置に対して提訴可能」で

あり、 

 政府措置は「政府の法規定、制度、慣行、不作為、公務員の事実的行為等を含む広範囲な

概念である」 

  →あらゆる政府（地方自治体や政府投資機関を含む）の施策が国際裁判の対象になる。 

  

 「巨大資本を保有する多国籍企業の場合、制度的・慣行的障害を除去し特定政府を手なずけ

るために(taming effect)勝訴の可能性が低い場合にも、仲裁を起こす傾向がある。」 

 →政府の政策決定の萎縮 

 

  ○超憲法的状況発生の危険 

   －韓国の合憲的立法・司法・行政行為が仲裁判定部によって「収用」と判定される場合、政府は損



害を賠償しなければならないのみならず、同種の提訴防止のために関連措置を是正しなければ

ならないので、超憲法的な矛盾状況を招く危険 

    ※大法院判決、労働基準法、憲法裁判所の決定等を通じて確立した整理解雇要件     が被

訴し賠償判定がある場合、解雇要件を緩和する立法の義務が発生 

    ※立法または規則等に基づいて推進される各種不動産関連の課税若しくは規制政策が収用と判定

される場合、税金廃止および規制緩和が不可避 

     ※工程40%以上進行した後にアパート分譲契約をするようにした2006.7.6.建設交通部措置等につい

ても、その間の利子費用またはそれによって事業自体不可能になったという理由で、仲裁提訴が

可能なものとみられる 

     ※外国企業の不法行為を理由にする押収、捜査、有罪宣告、不法利益返還等が収用と判定される

場合、司法主権と衝突 

  

４  Ｉ Ｓ Ｄを使えば、どんなことができるか？  

   敦賀原発2号機活断層問題 

     日本原電がもし、アメリカ企業だったら 

   実際に、ドイツの脱原発政策をスウェーデン電力会社が提訴 ３８億ドル請求 

   韓国は米韓ＦＴＡを恐れて韓国版エコカー支援制度を棚上げ 

 

５  主権侵害 

     ＷＴＯで、ＩＳＤを入れようとしたが、決裂状態 

     ＭＡＩ（ＯＥＣＤの多国間投資協定）でＩＳＤを入れようとしたが、主権侵害として決裂 

 

第３  日本国憲法違反・憲法破壊 

１  書き換えられる憲法 

第７６条1項（裁判所） 

 すべて司法権は、最高裁判所及び法律の定めるところにより設置する下級裁判所に属する。

＋ 但し、外国投資家と国家の紛争については、投資家国際法廷に属する。 

 

第81条（違憲立法審査権） 

 最高裁判所は、一切の法律、命令、規則又は処分が憲法に適合するかしないかを決定

する権限を有する終審裁判所である。  

＋第81条の2 

 投資家国際法廷は、一切の法律、命令、規則又は処分がＴＰＰに適合するかしないか

を決定する権限を有する唯一の裁判所である。  

 

 第４１条（国会） 

 投資家国際法廷の下に国会を置く。国会は、国権の最高機関であつて、国の唯一の立法機

関である。 



 

第２５条１項（生存権） 

 すべて国民は、外国投資家の利益を害しない範囲で、健康で文化的な最低限度の生活を

営む権利を有する。 

２項  国は、外国投資家の利益を害しない範囲で、すべての生活部面について、社会福 

祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。 

 

第２７条（勤労の権利及び義務） 

 すべて国民は、外国投資家の利益を害さない範囲で、勤労の権利を有し、義務を負ふ。 

２項  賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、外国投資家の利益を害さ 

ないように、法律でこれを定める。  

 

第２１条１項（表現の自由） 

 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、外国投資家の利益を害しない限

り、これを保障する。 

 

第９４条 地方公共団体は、外国投資家の利益を害さない範囲で、その財産を管理し、事 

務を処理し、及び行政を執行する権能を有し、法律の範囲内で条例を制定することができ

る。 

 

２  投資家主権国家・グローバル資本主権国家の誕生 

人間のための国家ではなく、グローバル資本のための国家・国民 

経済のための人間の完成形 

 

第４  Ｔ Ｐ Ｐ の基本思想 健康よりマネーの自由 

１  2つのルール 

Ａ 安全だという科学的証明がされた食品の流通を認める。 

Ｂ 有害だという科学的証拠が十分になければ食品の流通を認める。 

 

新規化学物質について、どちらともつかないときにＡか、Ｂか？ 

 

 国内で禁止されている成長ホルモンを使った牛が、輸入されている。 

 国内で商業栽培されない遺伝子組み換え作物が輸入されている。 

 

２  国際貿易機関（ＷＴＯ）のルール（衛生植物検疫ルール）徹底 

    【食品の安全に関する考え方】 

        食品・動植物輸入に関するルール（ＳＰＳ） 

      ・科学的証拠 ・国際基準への統一 ・貿易影響最小限の措置 



      ・偽装された障壁 ・予防的アプローチの限定 ・経済的均衡 

        食品の安全を確保する＝国民を保護する国の仕組み 

         

３  国際基準だからいいか？  

     国際基準策定機関＝コーデックス委員会 

      国際保健機関（ＷＨＯ）・国連食糧農業機関（ＦＡＯ）合同食品委員会 

     

     食品・動植物輸入ルール（1995年）後、法的意味を与えられて、重要性を増した。 

     

     オブザーバーとしてＮＧＯ１５６団体が参加。 

     １００を超えるＮＧＯが業界団体。 

     消費者・健康・環境ＮＧＯは１０に過ぎない。 

  乗っ取られる国際保健機関（ＷＨＯ） 

     国際保健機関の出資中、５３％を米英カナダ（自由貿易推進国）で占める。 

     活動資金の多くをロックフェラー財団等に頼り 

   提携事業を多国籍業と共同して行っている。 

     スポンサーはすっかり、グローバル企業系になっている。 

 

    その他にＯＩＥ（国際獣疫事務局）・ＩＰＰＣ（国際植物防疫条約） 

        ＯＩＥは、ＢＳＥ対策として月齢30ヶ月を採用している。 

 

４  ＥＵ－ホルモン牛事件 

    ＥＵは１９８９年にホルモン牛飼育禁止、輸入禁止。 

     

    牛成長ホルモンの政治的決着（1995年7月第21回コーデックス総会） 

       賛成３３、反対２９、棄権７ 

    米国がＥＵ提訴1995年 1997年パネル 1998年上級委員会 

      ＥＵの主張する予防原則が斥けられた。 

     

    ＥＵはその後もホルモン牛を輸入せず。 

 

５  遺伝子組み換え食品・Ｂ Ｓ Ｅ牛 

 


